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１．学生確保の見通し及び申請者としての取組状況   

（１）設置又は定員を変更する学科等を設置する大学等の現状把握・分析 

 鹿児島大学農学部は、昭和 24 年新制鹿児島大学として、設置以来、時代の要請に即して学科

新設と統廃合を繰り返し、現在まで約 70年間、国内外の農業界及び関連産業界に農林業を支え

る人材を供給してきた。特に、高度経済成長期以降、農村人口が減少する中でも国内有数の食糧

基地といわれる西南暖地の農業の発展に大きく貢献してきた。しかし、現在の日本の農林業にお

いては、担い手不足や耕作放棄地、林業事業地確保の困難性、土砂災害などの防災意識の向上、

スマート農業などの新技術開発の必要性、環境・生活・文化の多様性への配慮の必要性など、解

決すべき課題が山積していることから、地方国立大学農学部では、これらに対応し、今後も我が

国、そして、西南暖地の農林業及び関連食品産業を持続的かつ高度に牽引していくことができ

る、柔軟で広い視野を持った人材の育成が急務と考えられる。 

 

（２）地域・社会的動向等の現状把握・分析 

日本の農林業においては、担い手不足や耕作放棄地、林業事業地確保の困難性、土砂災害など

の防災意識の向上、スマート農業などの新技術開発の必要性、環境・生活・文化の多様性への配

慮など、農薬使用量の削減など解決すべき課題が山積している。これらに対して農林水産省は

「緑の食料システム戦略」「農業競争力強化プログラム」「産地生産基盤パワーアップ事業」

「食品産業の地球温暖化・省エネルギー対策促進事業」「新たな食料・農業・農村基本計画」

「スマート農業の加速化と農業のデジタルトランスフォーメーションの推進」「災害や家畜疾病

等、気候変動といった農業の持続性を脅かすリスクへの対応強化」などの政策・計画を掲げ、今

後のわが国の農業の変わるべき姿を提示している。これらはいずれも従来の「作物学、農業経済

学、林学、農業工学、農芸化学」といったような学問的枠組みの中だけでは実施できない政策・

計画であり、これらに対応する人材・リーダーを育てるには分野横断型かつ農林業の現場に直接

対峙する教育が必須となる。西南暖地に位置する農業県であり、かつ森林率が 69％と高い鹿児

島県は県の経済基盤の 5.5％を一次産業が占めており、都道府県別全国平均 1.2％よりもはるか

に高い。そのため、地域社会はこれらの政策・計画との関わりが強く、地域社会からこれらの政

策・計画に沿った実践的教育への要請は高い。 

 

（３）新設学科等の趣旨目的、教育内容、定員設定等 

鹿児島大学農学部においては、これまで農業生産科学科、食料生命科学科、農林環境科学科及

び水産学部と連携した国際食料資源学特別コースの３学科１特別コース体制で「食料・農業・農

村基本法」及び「食料・農業・農村基本計画」に適った教育体制を実現してきた。しかしなが

ら、本学農学部では、現状で以下のような問題を抱えている。 

第１に、学生の主体性学修力の低下である。農、林、食という幅広い学問分野で形成される農

学部では、多くの初年次生は「自分の将来像」が定まっていない。低年次では教養教育的な座学

講義が多く、将来のキャリアをイメージできないまま進級した結果、高年次でも学修態度が受動

的となっている。 

第２に、広範な知識と学術専門性の不調和である。極めて幅の広い学問領域を持つ農学に対し

て、学科やコースなどの教育研究分野の細分化と専門偏重教育により、学生や教員の視野・思考
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が狭窄的となっている。 

第３に、実践的教育への対応の不足である。本学は南北 600km にわたる広大なフィールドを舞

台として、南日本地域発展の牽引役として地方創生を支える教育サービスを提供するためには、

学問領域を横断する学際的、総合的アプローチが必要であり、教員・学生・社会人・民間企業が

協働しつつ実践的教育を通じて農学部が地域指導の中心的役割を果たす機能・体制を強化するこ

とが求められている。 

本学農学部において、学生は総合科学として広範な基礎科学に関する知識を獲得するととも

に、農学が対応すべき課題の理解を通じて農学的視点を涵養する必要がある。日本学術会議 農

学委員会・食料科学委員会合同による農学分野の参照基準検討分科会の審議結果をとりまとめた

「大学教育の分野別質保証のための教育課程編成上の参照基準農学分野」では、農学における７

つの基本分野（農芸化学、生産農学、畜産学・獣医学、水産学、森林学・林産学、農業経済学、

農業工学）を挙げている。この７基本分野によって学修すべき内容は異なるが、俯瞰的な視野と

広範な知識の獲得は農学の基礎を形成するために重要となる。それらによって獲得する能力は、

それぞれの専門分野の立場から、食料や生活資材、生命、環境に関わる諸問題を解決するための

知的創造活動を進めることができる力であり、広範な知識に裏打ちされた柔軟かつ論理的な思考

を持って取り組む能力である。 

そこで、現在の３学科 10コース体制のうち、水産学部と連携した国際食料資源学特別コース

は現状を維持しつつ、以下に示す１学科（農学科）４プログラム体制（植物資源科学プログラ

ム、環境共生科学プログラム、食品生命科学プログラム、農食産業・地域マネジメントプログラ

ム）へと再編する（図１）。動物系教育研究を推進して農学部と同時に組織改編する共同獣医学

部（現・農業生産科学科畜産科学コースが共同獣医学部に畜産学科として合流）と連携しつつ、

農学部は植物系・食品系の教育研究体制を先鋭化・重点化するための組織改革を行う。鹿児島大

学の教員組織である学術研究院制度を活用することで、学生の学修に不利益が生じない万全の体

制とし、先進デジタル技術の駆使と、現場・現実・現物と学術的原理・原則を高度に融合させる

実践的農学教育体制を推進することにより、強いグローカルマインドとともに農学総合力と専門

性を兼備し、我が国の持続可能な農林食産業の発展と地域課題解決に貢献し、主体性・積極性を

醸成し、新時代を自ら切り拓くことができる人材を育成する。 

なお、現在の教育コース体制を維持する予定の国際食料資源学特別コース（定員 12名）を除

いた３学科の定員は合計 193人であるが、ここから共同獣医学部畜産学科に移行する定員 30名

を除いて、入学定員を 163人とする（国際食料資源学特別コースを入れた場合は 175名）。1年

次はキャリアデザインなど学生自身の主体性を養う教育に重点を置き、２年次以降は 163人を植

物資源科学プログラム（目安定員 47 人）、環境共生科学プログラム（目安定員 47人）、食品生

命科学プログラム（目安定員 42 人）、農食産業・地域マネジメントプログラム（目安定員 27

人)の４プログラムに配属して専門教育を行う。専門教育は４プログラム統一のシラバスを使用

するが、１年次に学生が自ら作成したキャリアデザインに合わせて、プログラム横断型の授業選

択を可能とする。 

学生納付金の額は、鹿児島大学の他の学部（法文学部、教育学部、医学部、歯学部、工学部、

共同獣医学部、水産学部）と同様に、「国立大学等の授業料その他の費用に関する省令」に定め

る標準額と同額に設定する。 
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図１ 令和６年度農学部・共同獣医学部改組（案）両学部改組見取り図 

【現 在】  【改組後】令和６年４月 

農学部  農学部 

農業生産科学科 

 応用植物科学コース 

 畜産科学コース 

 食料農業経済学コース 

食料生命科学科 

 食品機能科学コース 

 食環境制御科学コース 

 焼酎発酵・微生物化学コース 

農林環境科学科 

 森林科学コース 

 地域環境システム学コース 

 スマート農学コース 

 農学科 

■植物資源科学 PG 

先進技術による植物資源の生産と活用を実現 

■環境共生科学 PG 

生物多様性の保全と農林産物の生産活動が調和

した持続的発展を実現 

■食品生命科学 PG 

生物資源を分子・細胞・生体レベルで解析し食

の発展と健康に貢献 

■農食産業・地域マネジメント PG 

経営・経済学観点から農食産業と地域の持続的

発展に貢献 

国際食料資源学特別コース  国際食料資源学特別コース 

 

【現在】  【改組後】令和６年４月 

共同獣医学部  共同獣医学部 

獣医学科  共同獣医学科 

  畜産学科 

 

（４）学生確保の見通し 

A．学生確保の見通しの調査結果 

改組による新しい農学部の姿が、高校生又は高校教諭（進路指導部）の要望に沿っていること

を確認するため、過去５年間に農学部への入学者が多い鹿児島県内の普通科高校及び農業高校

14 校の高校生及び高校教諭を対象に Googleフォームを利用したアンケートを令和４年９月１日

～９月 30日に実施し、高校生 779 人、高校教諭 23人から回答が得られた（資料１）。 

回答した高校生の学年別内訳は、１年生 237人、２年生 416人、３年生 126人であった。将来

の進路として鹿児島大学農学部に「ある程度興味がある」「とても興味がある」と回答した高校

生の合計は、30.7％となり、全体の３分の１を占めた。鹿児島大学農学部に入学する場合に高

校生が最も重視する学びとして、「将来の仕事に関連する勉強」、「農学の実用的な勉強」

「農学の幅広い教育と専門性を兼備した勉強」、「実践的な教育やデジタル化に対応した勉

強」などが挙げられた。この傾向は、高校生全体でも、先に挙げた鹿児島大学農学部に興味

がある 30.7％の高校生に絞っても傾向は同様であった。「国際化・語学に関する勉強」へ

の期待はやや低く、地域思考の高校生が多い傾向と考えられた。一方、鹿児島大学農学部で

興味のある学問分野(複数回答)として 30％又はそれ以上の高校生が選択して、上位に挙げ

られたものは、「環境保全・生物多様性」、「質の高い農林産物の生産」、「新商品の開

発」、「食品の安全性」、「食品加工」などの分野であったが、その他の分野についてもそ

れぞれ 20％程度の高校生が興味を示しており、高校生の関心が幅広く分散していることも

示された。この傾向についても鹿児島大学農学部に興味がある高校生に絞っても同様であっ

た。さらに鹿児島大学農学部に力を入れてほしい教育について高校教員に尋ねた結果、「地

方創生・地域活性化」、「環境保全・生物多様性」、「農業・食品産業のマネジメント」な
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どの項目が多数を占めた。これは「地方創生・地域活性化」と「農業・食品産業のマネジメ

ント」は高校教員として重要性を認識しているものの、高校ではカリキュラム上、十分に扱

えないため、大学で力を入れてほしいというメッセージであると考えられた。これらの結果

から令和６年度改組において、「農業・食品産業のマネジメント」や「環境保全・生物多様

性」を専門とするプログラムを設置し、これに加えて「キャリア教育の充実」、「スマート

農業・デジタル化への対応」及び「幅広い分野選択が可能」という点を重視するカリキュラ

ムの方向性は高校生及び高校教員の要望と整合性が取れており、改組後も定員の充足は可能

と考えられる。 

 

B．新設学部等の分野の動向 

鹿児島県と同じく宮崎県、高知県も西南暖地にあり地元国立大学に農学部がある。また、同

じ九州の中には佐賀県の国立大学にも同様に地域人材輩出を主目的とした農学部がある。このた

め、これらの県の国立大学農学部等は鹿児島大学農学部と高校生の受験ニーズは類似性があると

考えられる。ただし、これまでの鹿児島大学農学部へは四国地域からの受験者が極めて少ないこ

とから、植物生産・環境共生・食品化学・職産業マネジメントに特化した新設の農学部と受験ニ

ーズの類似性が高いのは宮崎大学農学部及び佐賀大学農学部であると考えられる。表１に示すよ

うに、令和４年度の宮崎大学農学部植物生産環境科学科、森林緑地環境科学科及び応用生物科学

科の入試においては、３学科合計の募集人員 161 人に対して志願者 665 人、合格者 198 人であり、

佐賀大学農学部は募集人員 145 人に対して志願者 595 人、合格者 167 人で、いずれの農学部も定

員充足率は 100％以上であり、九州地域での農学系教育に対する十分な受験ニーズがあることが

うかがえる。 

 

C．中長期的な 18歳人口の全国的、地域的動向等 

文部科学省が Web サイトで公開している「18 歳人口及び高等教育機関への入学者・進学率等

の推移」（※）によると、本改組で第１期の入学を想定している 2024 年から、第８期生が入学

する 2031 年までの 18 歳人口は 100 万人を超えることが想定されている。また、文部科学省「学

校基本調査」によると 2032年度の 18歳人口の減少率は全国平均 88.9％であるが、九州・沖縄地

域の減少率は 94.4％にとどまると予測されている。18 歳人口の減少による受験倍率の低下は避

けられないが、項目 B 及び D で分析しているように主に九州地区で農学系教育には充分な受験ニ

ーズがあるため、キャリアパスを意識した実践的教育と分野横断的かつ魅力的なカリキュラムを

整備し、将来的に有望な人材輩出の実績を積むことで、長期間にわたって学生を確保することは

可能である。 

※ 文部科学省「18歳人口及び高等教育機関への入学者・進学率等の推移」 

https://www.mext.go.jp/content/20201209-mxt_daigakuc02-100014554_2.pdf 

 

D．競合校の状況 

「B 新設学部等の分野の動向」で前述したとおり、西南暖地又は九州という立地と地域特化し

た農学部を目指している競合校としては、宮崎大学農学部、佐賀大学農学部、そして、高知大学

農林水産化学部が挙げられる。表１に示すように、各校の募集人員は 135～161 人であり、新設
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の鹿児島大学農学部の 163 人とほぼ同等である。受験倍率(受験者数/合格者数)は２～３倍の範

囲であり、そしていずれも定員充足率が 100％を満たしていることから、地域全体を見ても十分

な受験ニーズがあり、入学者を分け合っている状態といえる。 

 

表１．競合校における令和４年度の入学志願状況及び入学実績 

競合校・分野 募集人数 志願者数 受験者数 合格者数 入学者数 
定員 

充足率 

佐賀大学農学部（総括） 145 595 393 167 146 101 

宮崎大学農学部（総括） 

(畜産・水産・獣医分野

を除く) 

161 665 408 198 171 106 

高知大学農林海洋科学部

（総括）(水産分野を除

く) 

135 569 338 139 139 103 

 

 

E．既設学部等の学生確保の状況 

平成 30 年から令和４年までの５か年間の鹿児島大学農学部の入試状況を資料２にまとめた。

この間３学科１特別コースの定員には変更がない。一方で学部全体の志願倍率は年によって 2.2

～3.1 倍の間で変動しており、決して高くない状況といえる。志願倍率が高くない要因としては

鹿児島大学が前述の競合校に比べ、一般入試前期の受験科目が３科目と多かったことなどが要因

と推定される。この点は令和５年度入試から変更され、科目数は２科目となる。他方、年による

変動の要因となるのは学科ごとの志願倍率の年変動である。今回改組対象から外れている国際食

料資源学特別コースを除いた３学科では、農業生産科学科が 2.5～3.3倍、食料生命科学科が 2.3

～3.0倍、農林環境科学科が 1.9～3.5倍と学科別にするとさらにその年変動幅が大きくなる。学

科ごとの教育内容と受験ニーズの齟齬が年毎でこれほど大きいとは考えづらいことから、志願倍

率の年変動は偶然によるところが大きいと思われる。このことから、このような志願倍率の変動

を抑えて、安定した志願倍率での学生確保を目指す意味では学科ごとの学生募集ではなく学部全

体一括で募集することが最も効果的な方法と考えられる（表２）。また、１学科とすることで、

自分の将来像が描けていない受験生が受験時に分野を絞る必要がなくなり、農業・生物学・化学

などに関連するより幅広い分野を志望する受験生を確保しやすくなると見込まれる。入学者選抜

の形態も従来の４種類（一般前期、一般後期、自己推薦型、学校推薦型選抜 I 専門高校）に学校

推薦型選抜 I（普通科高校）及び学校推薦型選抜 IIを加えることで、より多様な人材の受験機会

の確保を狙った（表２）。これらは入口である受験者の近年の志望状況、出口となる卒業者の進

路状況（就職先の社会的要請、大学院への進学状況）、教育効果（卒業生アンケートからの要望、

教育プログラム等の規模の適正化）と再編後の新学科の教育内容とを総合的に勘案したものであ

る。 

志願倍率での年変動はあるものの学生確保はこの５年間順調であり、学部全体では 103～113％

の入学者数が確保されている。また、国際食料資源学特別コースを除いた３学科では、過去５年

間に学生確保ができなかった年もなく、今後も安定した学生確保が可能と考えられる。 
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表２．各種選抜(入学試験)の入学定員設定の変更 

現行(令和４年度)          

    選抜方法 

学科 

入学

定員 
一般選抜 

総合型

選抜 
学校推薦型選抜 

国際バ 

カロレ 

ア選抜 

私費外国 

人学部留 

学生選抜 193 
前期 

日程 

後期 

日程 

  

自己推薦 

型選抜 

選抜 I 

(専門高

校) 

選抜 I 

(普通科

高校) 

選抜

II 

農業生産科学 71 52 6 5 8   若干人 若干人 

食料生命科学 66 52 6 5 3   若干人 若干人 

農林環境科学 56 41 6 5  4     若干人 若干人 

 

改組後（令和６年度）           

    選抜方法 

学科 

入学

定員 
一般選抜 

総合型

選抜 
学校推薦型選抜 

国際バ 

カロレ 

ア選抜 

私費外国 

人学部留 

学生選抜 163 
前期 

日程 

後期 

日程 

  

自己推薦 

型選抜 

  

選抜 I 

(専門高校) 

選抜 I 

(普通科

高校) 

 

選抜

II 

農学科 163 82 20 14 12 5 30 若干人 若干人 

 

 

（５）学生確保に向けた具体的な取組と見込まれる効果 

① 受験案内の作成と高校訪問、説明会の開催 

令和５年６月には、改組後の新しい農学部の入試制度や教育体制を紹介する「受験生のため

の大学案内 2024」（受験案内）の作成を予定している。受験案内が完成次第、対象とする高校の

進路指導担当者に今回の改組の趣旨を説明したうえで、高校生への受験案内の配布を依頼する予

定である。また入試説明の機会として、例年７月に九州圏内数カ所で九州地区国立大学合同説明

会が開催され農学部も必ず出展しており、令和５年度以降も継続する。さらに、例年県内外の高

校からの要請に応じて高校訪問をして行う（高校側がオンライン説明を希望した場合はオンライ

ンで行う）大学・農学部説明会において、受験案内の配布と併せて、大学教員による生徒・教諭

向け説明（会）を行う。訪問先高校は要請に応じて制限なく全国のあらゆる高校を訪問する。鹿

児島大学農学部の学部説明会のための高校訪問及び高校からの大学訪問件数は令和４年度実績で

鹿児島県、福岡県、宮崎県、熊本県、静岡県、広島県、大分県、兵庫県、長崎県、愛媛県、京都

府の 12 府県で 16 件であり、令和５年度以降も同様に要請に応じてできるだけ多くの高校を訪問

する予定である。これらに加えて例年７月に「進路指導担当教諭を対象とした進学説明会」も行

っており、令和４年実績ではオンライン参加を含めて 34 校が参加しているが、これについても

令和５年７月は改組後の学部の姿を紹介できるように準備する。 
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② オープンキャンパス 

例年、８月にオープンキャンパスを開催しており、多くの受験生が参加している。（令和２

～３年度は新型コロナウイルス感染症拡大のため対面での実施を中止）。令和４年度夏季はコロ

ナ感染対策実施下で対面参加人数を制限して、オンライン（８月６日)と対面（８月７日）で開

催し、高校生 172 名（対面参加 114 人、オンライン参加 58 人）及び保護者等 29 人で合計 201

人の参加者があった。対面参加した高校生へのアンケート結果から参加者 90％が企画に満足して

おり、その効果・反応は十分に認められた（資料３）。 

令和４年度は秋季（11 月）にも小規模ながらオープンキャンパスを行い、オンライン参加高

校生が約 10 名、対面参加高校生が 28 名であった。引率の保護者や教諭を含めると 49 名の参加

であった。対面参加高校生 28名に対する参加者アンケートの満足度は 100％であった。また、同

アンケートで入学した場合に関心のある分野を答えてもらったところ、複数回答する生徒が多く、

高校生個々人の関心が多岐にわたっていることが示唆された。特に関心が高かった分野は「食の

安全安心」「食品の機能性・栄養・健康」「スマート農業」「地域活性化」「生物多様性」「食

品ロス」「焼酎・発酵微生物」「動物行動学」となり、ここでも改組の趣旨と高校生の関心が一

致することが確認された。 

令和５年度も夏季・秋季に同様の日程で開催予定であり、受験生、保護者及び高校教諭等に改

組後の農学部の入試制度や教育体制を直接伝える機会となり、大きな効果が期待できる。 

 

③ 出前講義、出張授業及び高等学校との連携事業を通じた広報 

鹿児島大学農学部では、高校側の依頼に応じて実施する出前講義と、各学部で経費を負担し

て教員を派遣する出張授業及び学部説明及び高校の大学訪問受け入れを実施している。令和４年

度は、出前講義 23 件と高校での農学部紹介・出張授業 12 件及び高校生・中学生の大学訪問受け

入れ４件を実施した。令和４年７～８月には高大連携授業として、「鹿児島大学農学部体験授業」

を行い、38 人の高校生が大学生と共に授業を受け、単位を取得する体験を得た。11 月には「高

大連携による農業の魅力発信プロジェクト」として、鹿児島県内の 10 人の高校生が農学部を訪

問し、大学生の授業や実習に参加した。スーパーサイエンスハイスクール（SSH）事業への９件

の支援を実施している。令和５年度は、これらの講義や支援事業の際に、改組後の農学部の入試

制度や教育体制を紹介し、高校生に対する広報の機会とする。 

 

④ Webサイトを活用した広報 

鹿児島大学農学部は令和４年８月にホームページのプラットフォームを変更し、全面的にリニ

ューアルして、高校生が手軽に情報にアクセスできるように、PCだけでなく、スマートフォン

等の携帯端末でもコンテンツが美しく効率的に閲覧できるようなデザイン・レイアウトとした。

また、高大連携の体験授業の特設ページも追加した。さらに、全研究室の研究紹介 YouTubeチャ

ンネルを完備し、同時にホームページ上で受講できるミニ講義も８件登録し、高校生が無料でい

つでも鹿児島大学農学部の研究を動画で閲覧したり、ミニ講義をオンライン上で体験できるよう

にした。令和５年度には、そこに特設ページを追加して、改組の趣旨の説明と改組後の入試制度
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や教育体制を紹介する予定である。また、令和６年度には改組後の新教育体制に合わせたデザイ

ンに更新する予定である。 

 

 

２．人材需要の動向等社会の要請 

（１）人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

鹿児島大学農学部では、１学科（農学科）４プログラム体制（植物資源科学プログラム、環境

共生科学プログラム、食品生命科学プログラム、農食産業・地域マネジメントプログラム）へと

再編する。動物系教育研究を推進して農学部と同時に組織改編する共同獣医学部と連携しつつ、

農学部は植物系・食品系の教育研究体制を先鋭化・重点化するための組織改革を行う。先進デジ

タル技術の駆使と、現場・現実・現物と学術的原理・原則を高度に融合させる実践的農学教育体

制を推進することにより、強いグローカルマインドとともに農学総合力と専門性を兼備し、我が

国の持続可能な農林食産業の発展と地域課題解決に貢献し、主体性・積極性を醸成し、新時代を

自ら切り拓くことができる人材を育成する。 

 

（２）社会的、地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠 

直近５年間（平成 29～令和３年度）の農学部卒業生（毎年約 200名）の主な進路は、国・地

方公務員が約 20％、製造・販売業が約 25％、サービス業が約 10％、大学院等への進学者が約

25％である（表３）。 

 公務員の多くは、農学職・農業土木職・林学職であり、民間企業の製造・販売業は農林業・食

品・木材関係の製造・販売、サービス業も地域金融・環境コンサルタントなどが多くを占める。

このように農学部で地域の農林業・食品産業と地域経済の活性化のための人材をこれまで輩出し

てきた。 

こうした農学部の進路実績が、社会的、地域的な人材への需要の動向を踏まえたものであるこ

とを示したのが表４の産業分類別の求人（農学部学生係を通じた正規ルートの求人）の推移であ

る。 

毎年の農学部への求人数は概ね 500～600件で推移しているが（令和４年は新型コロナウイル

ス感染症の影響で減少）、そのうち最も多いのは公務員であり、年平均で 122件の求人があっ

た。その中で、農学部卒業生の公務員の進路先として最も多い鹿児島県職員の試験区分別の採用

予定数の推移を示したのが表５である。近年は農業職を中心に採用予定数が大幅に増えつつあ

り、地方公務員への人材需要は高まる傾向が見られる。 

一方、民間企業では食品製造業を中心とした製造業が最も多く、年平均 76件である（前掲表

４）。製造業は農林産物の原料の調達から、製造・管理、営業・販売までの幅広い業種・職種の

求人がある。 

卸売業・小売業が年平均 55件であるが、これらも農林産物・食品を中心とした仕入から保

管・輸送・販売までの業種が中心である。 

また、木材を扱う建設業への求人も 33人と安定している。サービス業の求人も毎年 30～40件

で推移するが、これらは土地改良関連や営農サービス業、環境関係の業種（環境測定・コンサル
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タント）などが多くを占める。 

複合サービス業は、主に農業協同組合や森林組合であり、毎年 30件前後の求人がある。 

過去５年間の求人件数を卒業生数（進学者を除く）で除した求人倍率は 3.8倍であり、農学部

卒業生への社会の需要は高い水準で推移する。 

このように、これまでも農学部への求人に対し多くの人材を送り出してきたが、今後も鹿児島

県内及び九州内を中心に、同様の求人が続くものと考えられる。今回の改組で育成する、主体

性・積極性を醸成した農学総合力と専門性を兼備した実践的な人材は、こうした地域的な人材需

要に対応するものである。 

 

 

 

表３．農学部の過去５年間の進路状況 

    H29年 H30年 R元年 R２年 R３年 
５年間の

平均 

実
数
（
人
） 

国家公務員 5 4 12 4 7 6 

地方公務員 40 35 33 33 38 36 

製造・販売業 57 52 55 43 43 50 

サービス業 23 16 19 26 16 20 

建設業 4 3 2 0 3 2 

農・林産業 0 8 7 6 5 5 

その他 25 36 36 31 35 33 

進学(大学院等) 50 53 42 55 55 51 

合計 204 207 206 198 202 203 

割
合
（
％
） 

国家公務員 2.5 1.9 5.8 2.0 3.5 3.1 

地方公務員 19.6 16.9 16.0 16.7 18.8 17.6 

製造・販売業 27.9 25.1 26.7 21.7 21.3 24.6 

サービス業 11.3 7.7 9.2 13.1 7.9 9.8 

建設業 2.0 1.4 1.0 0.0 1.5 1.2 

農・林産業 0.0 3.9 3.4 3.0 2.5 2.6 

その他 12.3 17.4 17.5 15.7 17.3 16.0 

進学(大学院等) 24.5 25.6 20.4 27.8 27.2 25.1 

合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
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表４． 農学部への産業分類別求人数の推移 

産業分類 R 元年 R２年 R３年 R４年 R５年 
５年間の平

均 

公務 146 140 129 84 112 122 

製造業 67 86 77 75 73 76 

卸売・小売 74 62 62 41 35 55 

医療福祉 53 55 53 41 49 50 

サービス 38 40 28 40 32 36 

建設業 33 30 35 26 40 33 

情報通信業 28 35 28 33 38 32 

複合サービス事業 22 33 33 18 28 27 

金融・保険 22 20 24 13 20 20 

農業・林業 23 12 18 14 6 15 

上記以外 116 136 136 105 109 120 

計 622 649 623 490 542 585 

 

 

表５．鹿児島県職員の試験区分別採用予定数 

  R 元年 R２年 R３年 R４年 

農業職 5 16 22 19 

農業土木職 6 6 3 6 

林業職 2 2 5 4 

 

 

 

今回の学部改組に関する関係者の意向を窺うことを目的に、JA 鹿児島中央会、工業倶楽部

に支援・協力を求める文書を送付し、賛同が得られた（資料４）。 
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